
１．事業説明シート （区分）　国補　・　県単　

事業箇所 地区名

（３）事業の妥当性評価 妥当

①課題・背景 ①公共関与の妥当性（行政が行うべき事業か） ○

②事業執行主体の妥当性（県が行うべきか） ○
・土地改良法施行令第５０条８項により県が事業主体となって行うべきである。

③経済妥当性 ○

500 百万円 工期 基準年 R4

費用 888 百万円 便益 1,380 百万円

建設費 427 百万円 829 百万円

②整備目標・効果 関連事業費等 461 百万円 244 百万円

□主要目標　 235 百万円

　農道や水路等の基盤整備の実施により、担い手への農地集積を図るとともに地区内の 72 百万円

営農環境が改善され、産地の強化が図られる。 1.55

※その他は、品質向上効果、営農経費節減効果、維持管理費節減効果

費用便益比（B/C）は、国の採択基準1.0を超えている。

④事業実施・規模の妥当性 ○

□副次目標 ・地区内の営農条件改善に必要な整備量としている。

⑤整備手法の有効性 ○

□副次効果 　○遊休農地の解消（遊休農地を農地として再利用する具体的な計画あり） ⑥環境負荷等への配慮 ○
・農道工事では、土の切盛量を最低限に抑えるなど現状の地形に配慮した計画にする。

①整備内容

⑦事業計画の熟度 ○

②着手年度

④総事業費 ［貢献度ランク：a］

（４）事業位置図等

⑤年度別の整備内容 （事業費）

令和５年度 30 百万円

令和６年度 80 百万円

令和７年度 100 百万円

令和８年度 100 百万円

令和９年度 100 百万円

令和１０年度 90 百万円

※記載内容は見込みであり、確定したものではない。

⑥既整備内容・期間・事業費

区画整理 昭和33年～49年

農道 用水機場 農業用用排水路 平成３年～12年 1,226 百万円

農業用用排水路 平成17年～19年 90 百万円

・本地区は、事業を進めるうえで地区内の連携や調整が重要であることから、「内野地区
農業・農村振興協議会」が設立されるなど、事業を推進する体制が整っている。

・耕作放棄地の発生防止対策として鳥獣害防止施設や農道などの整備を行うことで、営農
条件が改善され、今後の地域農業の振興、農地の保全を図るために最も適した計画として
いる。

（２）整備内容

・計画防護面積当たり年想定平均被害軽減額
　　496千円/ha・年 ≧ 254千円/ha・年　※
　　　　　　　　　　　　　　　　（※評価基準値）

　○鳥獣被害の軽減

　用排水路　L=600m　　農道　L=800m

土壌改良・鳥獣害防止施設

　土壌改良　A=30ha　　暗渠排水　A=3.0ha

総　合　評　価

農道・暗渠排水

　鳥獣害防止施設　L=7,300m

農道・鳥獣害防止施設

　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　村費113百万円(2.25/10))

③完成見込年度 　令和１０年度

測量及び設計

　令和５年度

農道・暗渠排水・用排水路

　約500百万円（国費250百万円(5/10)、県費137百万円(2.75/10)、

農道・鳥獣害防止施設

・本地区の整備は食料・農業・農村基本法に位置づけられている、農業の持続的発展、食
料の安定供給、多面的機能の発揮に資するものであり、行政が行うべきである。

総事業費

・面積当たり農業所得増加額
　　817千円/ha ≧ 810千円/ha　※
　　　　　　　　　　　　　　　　（※評価基準値）

　本地区は忍野村の東部に位置し、水稲、露地野菜を主要作物としている冷涼な高原地帯
である。
　しかし近年、地区内では農家の高齢化が進み、シカ、イノシシによる食害が増加してい
ることから、営農条件の悪い水田や畑の一部では作付けされず草刈りなどの保全管理のみ
となっている農地が発生しており、その面積は19%に及んでいる。
　一方で、地区内には「富士山やさい」を作り規模拡大を目指す農家や、地区外から参入
を希望する意欲ある担い手も存在することから、本地域の農業を将来的に維持・発展させ
るうえでは、営農条件を改善することが重要となっている。
　このため農道や鳥獣害防止施設等の基盤整備により、営農環境の改善を行うとともに担
い手への農地集積を進め、野菜の産地として更なる強化に取り組むものである。

その他※

走行経費節減効果

経
済
効
率
性

作物生産効果

国産農産物安定供給効果

　○農業生産力の向上

R5　～　R10

Ｂ／Ｃ

　調査に関する事前評価済（Ｒ2）

（１）事業の概要

農地整備事業
[耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業（国補）]

令和4年度　公共事業事前評価調書（簡易型）

山梨県事業名 南都留郡忍野村内野 内野
うちの

事業主体

妥当でない

地理院地図（国土地理院）を加工して作成

0    1     2km
山中湖

河口湖



２.添付資料シート（１）

主要工事

受益面積
総事業費 約 5 億 円

A = 72 ha

事 業 概 要
　用排水路　L=600m　　農道　L=800m
　土壌改良　A=30ha　　暗渠排水　A=3.0ha
　鳥獣害防止施設　L=7,300m

農地整備事業〔耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業（国補）〕 内野地区 一般計画平面図
うちの
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２.添付資料シート（２）

水稲に加え、スイートコーン等、野菜
の生産が盛んに行われている。

地区内の農道は観光農園を訪れるバス
や集出荷のトラックが往来している。

一部の農道では幅員が狭く、すれ違い
が困難であり、通作や営農に支障をき
たしている。

水路の損傷が激しく、漏水が生じてい
る。

W=2.5m

写真① 写真② 写真③

写真⑤

写真⑥

現況

基盤整備を行うことにより営農環境の改善を行い、農地

中間管理機構を通じた担い手への集積を円滑に実施する。

シカ、イノシシによる食害が生じている。

営農条件の悪い農地では、草刈り

などの保全管理のみ行っている。

畑作エリアで生産された、スイートコーンをはじめとし

た野菜を地域振興の核として推進するため、生産者を支援

する。

計画
(イメージ)

整備後のイメージ

水田エリア

写真④

観光農園
野菜エリア

保全管理地(19.4ha)




